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横浜市地区センター指定管理業務 仕様書 

 

１ 趣 旨 

本仕様書は、横浜市地区センター条例第５条に基づく指定管理者の公募にあたり、地域住民が自主

的に活動し相互の交流を深める場であるという、地区センターの設置理念に基づき行う管理運営業務（以下

「本業務」という。）の内容及び履行方法について定めることを目的とする。 

 

２ 地区センターの管理に関する基本的な考え方 

本業務を遂行するに当たっては、次に掲げる項目に沿って行うこと。 

(1) 地区センターの設置理念に基づき、地域コミュニティの醸成や地域の連携に寄与できるよう管

理運営を行うこと。 

(2) 地区センターは公の施設であり、その利用に際しては平等かつ公平な取扱いを行うこと。 

(3) 質の高いサービスの提供と効率的な業務の執行により、施設の特性を最大限活用できるよう、

創意工夫に基づく効果的な管理運営を目指すこと。 

(4) 地域住民や利用者の意見・要望等を真摯に受け止め、利用者サービスの向上に努め、施設の利

用促進を図ること。 

(5) 施設・設備の内容を充分に把握したうえで、すべての施設・設備を清潔かつその機能を正常に

保持し、施設利用者に快適で安全な利用を供することができるよう適正な維持管理を行うこと。 

(6) 個人情報の保護や各種法令順守を徹底するほか、危機管理意識に基づく健全かつ安全な業務執

行を図ること。 

(7) 管理運営費の節減に努めること。 

 

３ 指定期間 

平成２６年４月１日から平成３１年３月３１日まで 

 

４ 法令等の遵守 

地区センターの管理に当たっては、次の各項に掲げる法令等その他の関係する法令等を遵守しなけ

ればならない。 

(1) 地方自治法（昭和 22年法律第 67号） 

(2) 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号） 

(3) 横浜市地区センター条例（昭和 48年横浜市条例第 46号。以下「条例」という。） 

(4) 横浜市地区センター条例施行規則（平成 15年横浜市規則第 93号。以下「規則」という。） 

(5) 横浜市行政手続条例（平成７年３月条例第 15号） 

(6) 個人情報の保護に関する法律（平成 15 年５月法律第 57 号）及び横浜市個人情報の保護に関す

る条例（平成 17年横浜市条例第６号） 

(7) 建築基準法（昭和 25 年５月法律第 201 号）、消防法（昭和 23 年７月法律第 186 号）、電気事業

法（昭和 39年７月法律第 170号）その他の建物及び設備の管理に関する法令等 

(8) 労働基準法（昭和 22年７月法律第 49号）その他の職員の雇用に関する法令等 

(9) 神奈川県暴力団排除条例（平成 22年 12月神奈川県条例第 75号）及び横浜市暴力団排除条例（平

成 23年 12月横浜市条例第 51号） 
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５ 本業務の内容 

(1) 施設の運営に関すること。 

ア 職員の雇用等に関すること。 

各施設を安全かつ安定して管理運営するために必要な人数の常勤職員及び非常勤職員を配置

すること。 

イ 利用料金に関すること 

(ア) 利用料金の設定 

指定管理者が、利用料金を設定又は変更する際は、条例及び「地区センターの利用料金及

び利用料金の減免に関する要綱」に基づき、市長の承認を得ること。 

指定管理者は、利用料金の設定又は変更が市長に承認された場合、利用者等に対し速やか

に周知すること。指定管理者は、承認された利用料金を適用する最初の利用日までに３ヶ月

以上の周知期間を設けなければならない。 

(イ) 利用料金の管理 

指定管理者は、利用者から徴収した利用料金に関する帳簿を作成し、管理するものとする。 

(ウ) 利用料金の減免 

本市の利用、区が区政を推進するために行う事業及び公益的活動等による利用については、

利用料金の減免を行う。具体的な減免基準については、条例、規則及び「地区センター利用

料金減免ガイドライン」に基づき、指定管理者と区が協議して定めること。 

ウ 各部屋の利用に関すること。 

(ア) 利用の許可に関すること。 

(イ) 利用の受付、利用調整に関すること。 

(ウ) 利用者への施設の貸出、利用相談、利用支援に関すること。 

エ 書籍の貸出、購入及び管理に関すること。 

オ 利用要綱の策定に関すること。 

カ 条例第２条第２項に基づき行う施設の自主事業の計画、実施に関すること。 

キ 広報・ＰＲ、情報提供に関すること。 

ク 事業計画、事業報告及び利用統計に関すること。 

ケ その他館の庶務事務に関すること。 

 

(2) 施設及び設備の維持管理に関すること。 

ア 施設の管理全般に関すること 

(ア) 指定管理者には、本施設を常に良好な状態に保ち、快適で安全な利用環境を保持し、財産

の保全と利用者及び職員の安全確保を図ることが求められる。このため、建物及び設備につ

いて、関係法令に従い保守点検を行うほか、施設の破損及び汚損に対する予防保全に努め、

日常の点検を行うものとする。 
(イ) 指定管理者はあらかじめ維持管理計画書を作成し、区に提出すること。 

維持管理点検業務一覧は別紙のとおり。 
(ウ) 施設に不具合を発見した際には、速やかに区に報告するものとし、施設の運営に支障をき

たさないよう直ちに保全措置をし、その結果について区に報告すること。 
(エ) 自家用電気工作物を有する施設にあっては、指定管理者は、電気事業法その他の法令等に
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基づき、必要な管理体制を整えること。 

(オ) 指定管理者は、本市の「維持保全の手引」及び「施設管理者点検マニュアル」に基づき、

施設・設備の定期的な点検を行い、結果について区への報告を行うこと。 

(カ) 併設施設の場合、共用部分の管理については、別の定めによること。 

 

イ 緊急時の対応等に関すること 
(ア) 指定管理者は、防災、防犯及び事故等の予防のため、あらかじめ具体的計画を記載したマ

ニュアルを作成するなど、防災等の体制を整えること。また、防火管理者を選任した上で消

防計画書を作成し、所轄の消防署に届出を行うこと。 
(イ) 指定管理者は、災害、事件、事故、急病等の緊急事態に備えあらかじめ緊急時対応マニュ

アルを作成し、職員への必要な訓練を行うと共に、緊急事態が発生した場合、速やかに必要

な措置を講じ、区を含む関係者に対して緊急事態発生の旨を通報すること。 
(ウ) 地区センターは、横浜市防災計画に基づき、地震などの災害時等には、災害対策本部支援

施設その他の用途で使用するため、指定管理者は、その開設及び運営等に協力する必要があ

る。このため、別途区と「災害時等における施設利用の協力に関する協定」を締結の上、本

市の「指定管理者災害対応の手引き」に従いあらかじめ必要な体制整備等を行わなければな

らない。 

また、現段階では、本市防災計画に位置づけがない場合でも、危機発生時の状況によって

は、随時、施設に協力を求める可能性があり、指定管理者はそれに協力するよう努めなけれ

ばならない。 
ウ 事故等への対応・損害賠償について 
 指定管理者は、施設で発生した事故等への損害賠償等の対応について、次の通り義務を負うも

のとする。 
(ア) 指定管理者の責めに帰すべき事由により、施設（本市）や第三者に損害を与えた場合は、

指定管理者においてその損害を賠償すること。 
(イ) 指定管理者は損害保険会社により提供されている指定管理に対応した施設賠償責任保険に

加入し、当該保険金により損害賠償責任に対応するものとする。なお、対人補償の保険金額

は１億円以上とし、横浜市を追加被保険者とするものとする。 
 

(3) 個人情報保護、守秘義務及び業務に関する情報の公開に関すること。 

ア 指定管理者は、この指定管理業務を処理するための個人情報の取扱については、個人情報の保

護に関する法律及び横浜市個人情報の保護に関する条例の規定に従い、別紙１「個人情報取扱特

記事項」を遵守しなければならない。 

イ 個人情報保護の体制をとり、職員に周知・徹底を図ること。 

ウ 団体登録や自主事業等に際し利用者から収集する個人情報は、必要最小限のものとし、その取

扱いについては、十分注意すること。また、職員に対し必要な研修を行うこと。 

エ 指定管理者が、個人情報の保護に関する法律第２条第３項の「個人情報取扱事業者」である場

合は、同法の定める義務規定を遵守しなければならない。 

オ 指定管理者は、本業務の実施により知り得た秘密及び本市の行政事務等で一般に公開されてい

ない情報を外部へ漏らし、又は他の目的に使用してはならない。 
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カ 指定管理者は、本業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせる場合、その委託先又は請負

先に対しても、その業務にあたり本項の規定を遵守する必要があることを周知しなくてはならな

い。 

キ 指定管理者は、本業務に関する情報の公開について、本市の「情報公開に関する標準規程」に

準拠して「情報公開規程」を作成し、これに基づき適切な対応をしなければならない。 

 

(4) 施設の運営に関する委員会の設置（地区センター委員会等） 

指定管理者は、利用者の要望の反映、施設管理運営の意見具申、自主事業の企画及び実施などに

ついて審議するために、各施設の運営に関する委員会を設置しなければならない。 

委員は、地元の連合町内会自治会、青少年団体、婦人団体等の地域の団体の代表者、利用者、公

募による市民などから選任すること。 

 

(5) 利用者会議の開催 

指定管理者は、利用者の生の声を運営に取り入れ、また、運営内容を利用者に理解してもらうた

め、利用者会議を開催しなければならない。 

 
(6) 意見・要望への対応 

ご意見ダイヤルその他により利用者から寄せられる意見・要望に十分応えることのできる体制を

整えること。また、意見・要望の対応結果について公表しなければならない。 

 

(7) 運営改善の取組に関すること。 

ア 各施設の委員会、利用者会議、利用者アンケートその他により地域や利用者のニーズを把握し、

利用者サービスの向上に努めること。 

イ 地域住民の意向、ニーズを把握し、これを十分に踏まえるとともに、区内公的施設や関係団体

との連携に努め、地域住民の主体的な活動を支援すること。 

ウ 利用状況等の動向を分析し、必要な運営の見直しを行うなどにより、利用者数の拡大や稼働率

の向上等、施設の利用促進を図ること。 

エ 指定管理者は、そのノウハウや創意工夫を活かし、利用者サービス向上、利用促進及び指定管

理料削減に繋がる新たな運営改善の取組を区に提案することができる。 

オ 指定管理者は、上記運営改善の取組を行おうとする場合、あらかじめ区とその内容、必要な手

続等について協議しなければならない。また、その検討にあたっては、各施設の委員会等に諮り

了解の下に進めること。 

 

６ 経費等について 

(1) 収支の考え方 

ア 収入 

(ア) 施設運営収入（様式５の【ア】） 

ａ 利用料金 ※地区センターのみ該当 

 指定管理者は、利用者が支払う利用料金を自らの収入とすることができる。 

 利用料金収入見込み額を超えて収入があった場合は、指定管理者の収入とすることがで
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きる。収入見込み額に不足額が生じた場合には、指定管理者がその額を補填する。 

 指定管理者の収入となる利用料金は指定期間中の利用に係る利用料金のみとする。 

※利用料金収入見込額は、過年度の実績に基づく減免相当分を見込んで計算すること。 

ｂ 自主事業収入 

指定管理者が実施する教室等の事業（条例第２条第２項の目的によるもの）による収入 

ｃ 雑入 

指定管理者が、自らの提案により実施する事業（条例第２条第２項の目的以外のもの）その

他上記ａ、ｂ及び下記「指定管理料」以外の収入 

（例：自販機売上手数料、コピー代、物販・広告事業収入、預金利息など。） 

(イ) 指定管理料（様式５の【イ】） 

「施設管理運営経費【ウ】」から「施設運営収入【ア】」を減じた額（地区センターにあっ

ては、これに「利用料金収入見込みの１/３に相当する額」を加えた額）を指定管理料として

支払うものとする。 

指定管理料は別に区が指定する上限額の範囲内で提案すること。 

 

指定管理料【イ】＝ 施設管理運営経費【ウ】－ 施設運営収入【ア】（＋利用料金収入見込みの１/３[地区センターのみ]） 

 

イ 支出 

(ア) 施設管理運営経費（様式５の【ウ】） 

 指定管理者が行う維持管理・運営業務に伴う、指定管理者の人件費、事務費、事業費、光

熱水費、警備業務・設備保守点検業務・清掃業務等を外部委託した場合の委託費、修繕費、

保険料、一般管理費その他の全ての経費が含まれます。 

 指定管理者が自らの提案により実施する事業（条例第２条第２項の目的以外のもの）のために

支出する経費もここに含まれます。 

(イ) ニーズ対応費（様式５の【エ】） ※地区センターのみ該当 

 利用料金収入見込み額の１/３に相当する額は、利用者ニーズに対応するための費用として

執行しなければならない。 

（例：貸出用具類の買換え、利用者用備品追加購入費、施設環境・利便性向上のための改修

費、地区センターまつり等のイベント開催経費、開館時間延長のための人件費など。） 

 

(2) 経費の支払い 

指定管理料は、応募時の提案額に基づき会計年度（４月１日から翌年３月31日まで）ごとに本市予

算の範囲内で、区と指定管理者が協議を行い決定する。 

指定管理料の額、支払い時期、方法等は毎年度ごとに年度協定にて定めるものとする。 

なお、指定管理料提案書に区が示した指定管理料の上限額については、財政の状況により変更と

なる場合がある。 

 

(3) 管理口座 

指定管理業務に関する事業経費は、団体自体の口座とは別の口座で管理すること。 

指定管理者が指定期間外の利用に係る利用料金を収受した場合は、通常の管理口座とは別の口座
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を設け、これを管理するとともに、区又は区が指定する指定管理者に対し、円滑に引継ぎを行うも

のとする。 

 

(4) 経費の執行 

ア 経費の執行については、申請団体からの予算提案額に基づき年度協定書で定めた額の中で、各

予算費目ごとに管理、執行することとする。 

イ 小破修繕については、指定管理者が修繕費を負担するものとし、１件６００，０００円（消費

税及び地方消費税含む）未満を対象とする。ただし、指定期間終了後の買取は求めないことを条

件に、区との協議に基づき執行する場合はこの限りでない。 

ウ 業務の全部又は主たる部分を一括して第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。ただし、

あらかじめ、区の承諾を得た場合は、この限りではない。業務の一部を再委託する場合は、委託

先及び契約金額を区に届け出ること。 

エ 事務経費 

施設の運営に関する本部事務経費を計上する場合は、労務、経理、契約等の事務に要する経費を、

人件費、事務費、管理費の総額との割合より勘案し、算出すること。 

 

(5) 経理規定 

指定管理者は経理規定を策定し、経理事務を行うこと。 

 

７ 物品の管理等 

(1) 指定管理者は、本業務実施の用に供するため、別添「備品台帳」に示す施設の備品を管理する。 

(2) 指定管理者が本業務会計において備品を購入した場合、備品は区に帰属するものとし、本業務

会計によらず、指定管理者が自己の負担により任意に購入した備品については、指定管理者に帰属

するものとする。 

(3) 指定管理者は、指定期間中、施設の備品を常に良好な状態に保たなければならない。 

(4) 指定管理者は、指定管理期間中、施設の備品を本業務遂行のためにのみ使用するものとし、第

三者に権利を譲渡し、又は施設での利用以外の目的で貸与してはならない。 

 

８ 開業準備及び業務の引継 

(1) 指定管理者は、指定開始日に先立ち、業務の実施に必要な資格者及び人材を確保し、必要な研

修等を行うこと。また、本業務を遂行するために許認可が必要となる場合は、指定管理者の責任及

び費用において取得すること。なお、必要と認める場合には、指定開始日に先立ち、管理施設の視

察を申し出ることができる。 

(2) 業務の開始にあたっては、現に施設を利用している利用者、利用団体等の利用の継続性を妨げ

ないよう配慮すること。 

(3) 指定管理者は、指定期間終了時に、次期指定管理者が円滑かつ支障なく本施設の業務を遂行で

きるよう、引継ぎを行うこと。 

(4) 指定管理者は指定期間の終了までに、指定開始日を基準として管理物件を原状に回復し、区に

対して管理物件を明け渡さなければならない。ただし、区が認めた場合には、管理物件の原状回復

を行わず、別途区が定める状態で管理物件を明け渡すことができるものとする。 
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９ 業務を実施するにあたっての注意事項 

業務を実施するにあたっては、次の各項目に留意して円滑に実施すること。 

(1) 公平性の確保、人権の尊重 

ア 公の施設であることを常に念頭において、公平な運営を行うこととし、特定の団体等に有利あ

るいは不利になる運営をしないこと。 

イ 施設の運営にあたっては、利用者の人権の尊重を基本とすること。また、職員に対し必要な研

修を行うこと。 

(2) 本市施策への協力、関連施設・機関等との連携 

ア 横浜市の施策としての事業に、積極的に取り組むよう協力すること。 

イ 区及び区内にある他の区民利用施設との連携を図った運営を行うこと。 

ウ 指定管理者は、区が出席を要請した会議等には、出席をすること。また、適宜、連絡調整会議

を開催するなどにより、関係機関との連絡調整を図ること。 

エ 合築施設にあっては、本業務を実施するにあたり、相手方施設との協力、調整を怠らないこと。 

(3) その他 

ア 職員の雇用にあたっては、労働基準法その他の労働関係法規を遵守すること。 

イ 指定管理者が施設の管理運営に係る各種規定・要綱等を作成する場合は、区と協議を行うこと。

各種規定等がない場合は、本市の諸規定に準じて業務を実施すること。 

ウ 施設あての文書類は、収受印を押印し、内容ごとに保管期間を定め保管すること。 

エ 他の地方公共団体の職員による視察、見学等については、原則として指定管理者が対応するこ

と。 

 

10 業務の実施計画及び実施状況の確認 

(1) 事業計画書等の作成 

指定管理者は、毎年度当初に事業計画書及び収支予算書を作成し、区に提出すること。また、前

年度の１月末日までに次年度事業計画書及び次年度収支予算書（案）を作成し、区に提出すること。

作成に当たっては、区と調整を図ること。 

(2) 事業報告書等の作成 

指定管理者は、毎年度終了後２ヶ月以内に事業報告書を提出し、区の確認を得なければならない。

また、区が指定する期日までに収支決算書を提出し、区の確認を得なければならない。 

(3) 事業計画書等及び事業計画書等の公表 

指定管理者は、事業計画書、収支予算書、事業報告書及び収支決算書を公表するものとする。ま

た、本業務を終了するまでの間、写しを保管し、市民からの求めがあったときは、施設窓口におい

て閲覧に供しなければならない。 
(4) 利用統計 

指定管理者は、各月ごとの施設の利用状況に係る統計を作成し、区に提出しなければならない。 

 

11 業務の評価、点検等 

(1) 自己評価 

指定管理者は、自らの管理運営の状況が、利用者のニーズに合致したものとなっているか確認す
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るため、本業務の遂行について、地区センター委員会等、利用者会議、利用者アンケート等の利用

者からの意見・要望に基づき、年 1回以上、自己評価を行わなければならない。 

指定管理者は、自己評価の結果必要があると認められる場合、区と協議の上業務の改善策を検討

するとともに、速やかに実行しなければならない。 

指定管理者は、自己評価の結果及びこれによる業務改善の結果を区に報告し、また公表しなけれ

ばならない。 

(2) 第三者評価 

本市では、客観的な視点からの評価を受けることで、指定管理者が自ら必要な業務改善を行い、

サービスの質の向上等を図ることを目的として、第三者評価の受審を指定管理者の義務としている。 

指定管理者は、市が定めた共通評価基準に基づき、市が認定した民間評価機関による評価を受け

ること。 

なお、受審については、指定開始から２～３年目に行うことを原則とし、実施時期は区と調整す

るものとする。また、受審に伴う費用（20 万円（消費税及び地方消費税を含まず））は指定管理者

の負担とする。 

指定管理者は、第三者評価の結果、業務の遂行について改善すべき点等が指摘された場合、区と協議

の上業務の改善策を検討するとともに、速やかに実行しなければならない。 

指定管理者は、第三者評価の結果及びこれによる業務改善の結果を区に報告し、また公表しなけ

ればならない。 

(3) 業務点検 

ア 区は、指定管理者の業務が、仕様書や提出された事業計画書等、あるいは指定管理者と締結す

る協定書に基づいて執行されていることを確認するため、書面報告、実地調査、ヒアリング等に

より業務点検を行うものとする。 

主な点検内容は次の通りとする。 

(ア) 利用料金収入、利用者等の実績、部屋別稼働率 

(イ) 開館時間・休館日 

(ウ) 運営体制 

(エ) 施設の管理状況、修繕の実施状況、備品管理状況 

(オ) 広聴、ニーズ対応の状況、地区センター委員会等・利用者会議開催状況 

(カ) 収支状況 

(キ) 自主事業実施状況 

(ク) 利用方法、個人情報保護、緊急時対策、情報公開等の状況 

など 

イ 業務点検の結果、指定管理者による業務実施内容が必要な条件を満たしていない場合、あるい

は第三者評価による指摘事項が速やかに改善されない場合、区は指定管理者に対して業務の改善

を指示するものとする。指定管理者は、改善指示を受けた場合、区に対して改善策を提示すると

ともに、速やかに実行し、その結果を報告しなければならない。 

(4) 区の指示に従わない、又は指示によっても業務内容に改善が見られないと認めた場合、その他

指定管理者による管理を継続することが適当でないと認めるときは、指定を取消し、若しくは期間

を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずることがあります。 
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12 横浜市中小企業振興基本条例を踏まえた取組の実施 

横浜市では、平成 22 年４月１日より本条例を施行し、市内中小企業への優先発注の徹底に努めて

います。 

指定管理者は、本条例の趣旨を踏まえ、修繕等の発注、物品及び役務の調達等にあたって、市内中

小企業への優先発注に努めるものとします。 

なお、横浜市は本施策の取組状況を確認するため、指定管理者に対して、指定期間中の発注状況に

ついての調査を実施する場合があります。 

 

13 財務状況の確認 

安定的な管理運営が確保されているかを確認するため、横浜市は年度に１回、指定管理者となって

いる団体（共同事業体においては各構成団体）について選定時と同様の財務状況確認を行います。そ

のため、各団体から財務諸表等の財務状況について確認できる書類を提出していただく必要がありま

す。 

 

14 リスク分担 

指定期間内における主なリスク分担については、別紙２の通りとする。これ以外のリスクに関する

対応については、別途協議のうえ決定するものとする。 

 

15 協議 

(1) 指定管理者はこの仕様書に規定するもののほか、特記仕様書の規定に従い業務を行うこと。 

(2) 本協定書及び特記仕様書に定めの無い事項又はその記載事項の解釈に疑義が生じた場合は、区

と協議し決定すること。 

 



踊場地区センター

備品台帳

数量 単　価 金　額 数量 単　価 金　額 数量 単　価 金　額

1 洗濯機ナショナルＮA－ F50XD 1 63,200 63,200 1 63,200 63,200

2 得点板サンエイ５１－４４３ 1 43,300 43,300 1 43,300 43,300

3 審判台籐栄Ｂー６０１５ 1 69,000 69,000 1 69000 69,000

4 ボールカゴ籐栄Ｂー３２３５ 1 29,000 29,000 1 29,000 29,000

5 卓球台（セパレート式）カワイ ＫＳー２３０ＳＢ 5 98,000 490,000 5 98000 490,000

6 卓球台（内折式）カワイＫＦ Ｎー５Ｂ 10 90,000 900,000 10 90,000 900,000

7 防球フェンス運搬車籐栄Ｂー
６５３０

1 56,000 56,000 1 56,000 56,000

8 ワゴンＰＵＬＳＷＴ型３６－１２
５

3 25,500 76,500 3 25500 76,500

9 椅子台車ホウトクアルメリア 専用 4 41,000 164,000 4 41000 164,000

10 ブックトラック丸善５０１１ス モークグリーン 1 66,000 66,000 1 66000 66,000

11 姿見ウチダＵ－１２００ 1 48,000 48,000 1 48,000 48,000

12 会議机アイチＣＴＣー４５０ＬＢ 9 77,800 700,200 9 77800 700,200

13 会議机アイチＣＴＣー４５０Ｌ 31 59,800 1,853,800 31 59800 1,853,800

14 工芸机アイチＢＴＨ－６００ＬＧ 8 43,000 344,000 8 43000 344,000

15 座卓花うるし５９－０２ 6 30,000 180,000 6 30000 180,000

16 パンフレットスタンドⅠコクヨＺ ＲーＰＳ１１１Ｎ 3 29,600 88,800 3 29600 88,800

平成25年6月30日現在
備　考項

目
品質・形状・その他 増 減 現　在　高 ＮＯ．
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17 パンフレットスタンドⅡコクヨＺ ＲーＰＳ１１２Ｎ 3 44,400 133,200 3 44400 133,200

18 パンフレットスタンドⅢコクヨＺ ＲーＰＳ１１３Ｎ 5 60,300 301,500 5 60300 301,500

19 テーブルコクヨＫＴ－１７１Ｂ、 Ｇ、Ｒ４－Ｃ 3 123,000 369,000 3 123000 369,000

20 テーブルコクヨＫＴ－ＰＳ１８１
Ｐ１５－ＮーＣ

2 87,800 175,600 2 87800 175,600

21 椅子コクヨＣＫ－１５２Ｆ４ＫＡ３
４

6 17,300 103,800 6 17300 103,800

22 テンサバリアーホウトクＴＰ９
３３

4 31,900 127,600 4 31900 127,600

23 丸椅子ホウトクコンボＰＭ２０ レザー 18 15,800 284,400 18 15800 284,400

24 台車イトーキＷＣＰー２０１Ｂ
（新古品）

1 41,300 41,300 1 41300 41,300

25 応接机イトーキＴＥＥ－１２６４
ＥＲ－４５（新古品）

1 45,000 45,000 1 45000 45,000

26 応接椅子イトーキＬＥＥ－１１
ＰＣＤ－４５Ｂ１（新古品）

4 82,000 328,000 4 82,000 328,000

27 テーブルイトーキＤＤＴ－１８７
７Ｔ－Ｗ７

1 89,500 89,500 1 89500 89,500

28 傘立てイトーキＶＷＦ－０１１ 1 41,900 41,900 1 41900 41,900

29 耐火金庫イトーキＧＧＲ－５１
１Ｂ－Ｔ５

1 129,000 129,000 1 129000 129,000

30 更衣室ロッカー（３人用）イトーキＨＪＪ－
０９３１ＳＳ－ＷＥ

1 46,400 46,400 1 46400 46,400

31 更衣室ロッカー（４人用）イトーキＨＪＪ－
０９４１ＳＳ－ＷＥ

2 52,600 105,200 2 52600 105,200

32 両袖机イトーキＣＺＮ－１４７
ＢＡ－ＷＥ

1 98,700 98,700 1 98700 98,700

33 片袖机イトーキＣＺＮ－１２７Ｃ Ａ－ＷＥ 2 68,600 137,200 2 68600 137,200

34 回転椅子イトーキＫＺ－７４０
ＢＣ－Ｗ４Ｖ４

6 34,500 207,000 6 34500 207,000
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35 肘付回転椅子イトーキＫＺ－７４６ＢＣ－ Ｗ４Ｖ
４

1 45,500 45,500 1 45500 45,500

36 ピアノヤマハＹＵ１０Ｗｎ－ＳＥ Ｂ 1 1,229,400 1,229,400 1 1,229,400 1,229,400

37 ポータブルキーボードヤマハ ＰＳＲ－３５０ 1 72,000 72,000 1 72000 72,000

38 掃除機ナショナルＭＣーＵ３４
Ａ－ｐ

4 17,000 68,000 4 17000 68,000

39 冷蔵庫（事務室）ナショナルＮＲーＢ
１６１ＪーＤ

1 47800 47,800 1 47,800 47,800

40 電子レンジナショナルＮＥ－Ｊ
６３０－Ｈ

2 65,000 130,000 2 65000 130,000

41 フードプロセッサーナショナル ＭＫーＫ７８ーＷ 2 20,000 40,000 2 20000 40,000

42 冷蔵庫（料理室）ナショナルＮＲーＣ
３２ＥＰ－Ｇ

1 139,000 139,000 1 139000 139,000

43 ガス炊飯器パロマＰＲー２００ＤＦ 2 18,800 37,600 2 18800 37,600

44 印刷機リソグラフＲＰ３１０ 1 1,755,000 1,755,000 1 1,755,000 1,755,000

45 電子複写機リコーイマジオＮ ＥＯ２７０ 1 1,469,600 1,469,600 1 1469600 1,469,600

46 テープライターＫＩＮＧＪＩＭテプ ラＰＲＯＳＲ９１０ 1 39,800 39,800 1 39800 39,800

47 ペーパーカッターウチダエースＮＳ型１－
１１３－０１２１　１号

1 18,000 18,000 1 18000 18,000

48 キルディブロックマスセット６４
９８３

1 59,500 59,500 1 59500 59,500

49 ポストハンガーサンエイ４２－
４８０

1 68,800 68,800 1 68800 68,800

50 モップハンガー籐栄Ｔ－１７6 1 32,000 32,000 1 32000 32,000

51 テレビ専用台ナショナルＴＹー Ｓ３２Ｄ３０ 1 50,000 50,000 1 50000 50,000

52 ビデオデッキナショナルＤＭ ＲーＥ－７０Ｖ 1 106,000 106,000 1 106000 106,000
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53 コートハンガーコクヨＣＨ－２３ 2 55,600 111,200 2 55600 111,200

54 屑入れ（回転蓋）コクヨレイー Ｒ１０１ 5 17,100 85,500 5 17100 85,500

55 ペーパーハンガーコクヨＰＨ
－１２０Ｆ３Ｍ

1 28,000 28,000 1 28000 28,000

56 演台コクヨＷＡ－ＫＡ５０Ｆ２１ 1 80,000 80,000 1 80000 80,000

57 演台コクヨＷA－１７ＴＮ 1 81,300 81,300 1 81300 81,300

58 花台コクヨＷF－１7ＴＮ 1 47,200 47,200 1 47200 47,200

59 案内板コクヨＧＢ－５１Ｆ１ 8 27,000 216,000 8 27000 216,000

60 リサイクルボックスコクヨイレーＳ２０３Ｆ１
Ｎ・イレーＳ２０３Ｆ４ＮＮ

1 20,700 20,700 1 20700 20,700

61 移動式脚立コクヨSRー１３ 1 42,500 42,500 1 42500 42,500

62 車椅子酒井医療（㈱ＳＰＲ－
３９００

1 60,000 60,000 1 60000 60,000

63 ＭＤラジカセナショナルＲＸーＭＤ Ｘ８０－Ｗ 1 39,500 39,500 1 39,500 39,500

64 ＷＩＤＥ３２型テレビナショナル ＴＨー３２Ｄ３０ 1 288,000 288,000 1 288000 288,000

65 テレビ（事務室）ナショナルＴ Ｈー１４ＴＡ３ 1 105,500 105,500 1 105500 105,500

66 パソコン本体富士通ＦＭＶーＣ６
０１（Ｙ）

1 189,100 189,100 1 189,100 189,100

67 液晶ディスプレイ三菱ＲＤ１５
１ＬＭ

1 39,800 39,800 1 39800 39,800

68 ファクシミリナショナルＰＡＮＡＦＡＸ ＵＸ－３５０ 1 72,000 72,000 1 72,000 72,000

69 七宝焼釜ウチダピクチャー１ 型 2 124,000 248,000 2 124,000 248,000

70 七宝用具セットウチダＳＮー 七宝用具セット 2 43,500 87,000 2 43500 87,000
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71 木工具セットウチダＳＮー教 師用木工用具セッ
トＢ

1 41,600 41,600 1 41600 41,600

72 電動工具セットウチダＫＳー３ 型 1 67,800 67,800 1 67800 67,800

73 掛け軸山水風鎮自在 1 64,000 64,000 1 64,000 64,000

74 花瓶青銅台付 1 33,000 33,000 1 33000 33,000



（仕様書 別紙１） 
個人情報取扱特記事項 

 

（平成24年４月）  

 

 （個人情報を取り扱う際の基本的事項）  

第１条 横浜市（以下「委託者」という。）がこの契約において個人情報を取り扱わせる者

（以下「受託者」という。）は、個人情報の保護の重要性を認識し、この契約による事務

を処理するための個人情報の取扱いにあたっては、横浜市個人情報の保護に関する条例

その他個人情報の保護に関する法令等を遵守し、個人の権利利益を侵害することのない

よう、個人情報を適正に取り扱わなければならない。  

 （適正な管理）  

第２条 受託者は、この契約による事務に係る個人情報の漏えい、滅失、き損及び改ざん

の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。  

２ 受託者は個人情報の取扱いに関する規定類を整備するとともに、管理責任者を特定し、

委託者に通知しなければならない。  

 （従事者の監督）  

第３条 受託者は、この契約による事務の処理に従事している者に対し、この契約による

事務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しない

よう必要かつ適切な監督を行わなければならない。この契約が終了し、又は解除された

後においても同様とする。  

 （収集の制限）  

第４条 受託者は、この契約による事務を処理するために個人情報を収集するときは、当

該事務を処理するために必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集しなければな

らない。  

 （目的外利用の禁止等）  

第５条 受託者は、委託者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務に係る

個人情報を当該事務を処理する目的以外に利用してはならない。  

 （複写、複製の禁止）  

第６条 受託者は、あらかじめ委託者の指示又は承諾があった場合を除き、この契約によ

る事務を処理するにあたって、委託者から提供された個人情報が記録された資料等を複

写し、又は複製してはならない。ただし、事務を効率的に処理するため、受託者の管理

下において使用する場合はこの限りではない。 

 （再委託の禁止等）  

第７条 受託者は、この契約による事務を処理するための個人情報を自ら取り扱うものと

し、第三者に取り扱わせてはならない。ただし、あらかじめ、委託者の書面による承諾

を得た場合はこの限りではない。  

２ 受託者は、前項ただし書きの規定により個人情報を取り扱う事務を第三者（以下「再

受託者」という。）に取り扱わせる場合には、再受託者の当該事務に関する行為について、

委託者に対しすべての責任を負うものとする。 

３ 受託者は、個人情報を取り扱う事務を再受託者に委託し、又は請け負わせる場合には、



（仕様書 別紙１） 
受託者及び再受託者がこの規定を遵守するために必要な事項並びに委託者が指示する事

項について、再受託者と約定しなければならない。  

４ 受託者は、前項の約定において、委託者の提供した個人情報並びに受託者及び再受託

者がこの契約による事務のために収集した個人情報を更に委託するなど第三者に取り扱

わせることを例外なく禁止しなければならない。 

 （資料等の返還）  

第８条 受託者は、この契約による事務を処理するために委託者から貸与され、又は受託

者が収集し、複製し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約が終

了し、又は解除された後直ちに委託者に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、委

託者が別に指示したときは、当該方法によるものとする。  

 （報告、資料の提出等）  

第９条 委託者は、個人情報を保護するために必要な限度において、受託者に対し、個人

情報を取り扱う事務について管理状況の説明若しくは資料の提出を求めることができる。 

 （事故発生時等における報告）  

第10条 受託者は、個人情報の漏えい、滅失、き損及び改ざん等の事故が生じ、又は生ず

るおそれがあることを知ったときは、速やかに委託者に報告し、委託者の指示に従うも

のとする。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。  

 （研修の実施及び誓約書の提出）  

第11条 受託者は、従事者に対し、個人情報を取り扱う場合に従事者が遵守すべき事項並

びに従事者が負うべき横浜市個人情報の保護に関する条例に基づく罰則の内容及び民事

上の責任についての研修を実施し、個人情報保護に関する誓約書（様式１）及び研修実

施報告書（様式２）を横浜市長に提出しなければならない。  

２ 受託者は、個人情報を取り扱う事務を再受託者に委託し、又は請け負わせる場合には、

再受託者に対し、前項に定める研修を実施させ、個人情報保護に関する誓約書（様式１）

及び研修実施報告書（様式２）を受託者に提出させなければならない。  

３ 前項の場合において、受託者は、再受託者から提出された個人情報保護に関する誓約

書（様式１）及び研修実施報告書（様式２）を横浜市長に提出しなければならない。  

 （契約の解除及び損害の賠償）  

第12条 委託者は、次のいずれかに該当するときは、この契約の解除及び損害賠償の請求

をすることができる。  

 (1) この契約による事務を処理するために受託者又は再受託者が取り扱う個人情報につ

いて、受託者又は再受託者の責に帰すべき理由による漏えいがあったとき。  

 (2) 前号に掲げる場合のほか、この特記事項に違反し、この契約による事務の目的を達

成することができないと認められるとき。  

 

 

 

 

 

 



（仕様書 別紙１） 
（様式１）  

個人情報保護に関する誓約書 

（提出先）  

横浜市長  

 

 横浜市の個人情報を取り扱う事務に従事するにあたり、個人情報の取扱い並びに横浜市

個人情報の保護に関する条例に基づく罰則の内容及び民事上の責任についての研修を受講

しました。  

 横浜市個人情報の保護に関する条例及び個人情報取扱特記事項を遵守し、個人情報を適

切に取り扱うことを誓約いたします。  

 

研修受講日  所    属  
氏    名  

（自署又は記名押印）  

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

（Ａ４）  
 



（仕様書 別紙１） 
（様式２）  

（Ａ４）  

 

平成 年 月 日 

（提出先）  

横浜市長  

（提出者）  

団体名  

責任者職氏名  

 

研修実施報告書 

 

横浜市個人情報の保護に関する条例第17条第1項の規定

に従い、横浜市の個人情報を取り扱う事務に従事する者に

対し、個人情報の適正な取扱い並びに条例に基づく罰則の

内容及び民事上の責任についての研修を実施しましたの

で、別紙（全 枚）のとおり提出いたします。 

引き続き個人情報の漏えい等の防止に取り組んでいきま

す。 

 



リスク分担表

リスクの種類 内容 横浜市 指定管理者

指定管理者が行う管理運営業務に直接影響を及ぼす法令等の
変更

○

指定管理者自らの団体運営に影響する法令変更 ○

その他の法令変更

物価 指定後のインフレ・デフレ ○※

金利 金利の変動 ○

資金調達 必要な資金確保 ○

不可抗力 不可抗力による業務の変更、中止、延期、事件事故

申請コスト 申請に要する費用の負担 ○

調査 事業の実現可能性等の調査 ○

施設競合 他施設との競合による利用者減、収入減 ○

需要変動 当初の需要見込みと異なる状況の発生 ○

運営費の増大 横浜市以外の要因による運営費の増大 ○

施設の損傷
指定管理者の管理上の瑕疵による施設、設備機器等の損傷及
び指定管理者に属する備品の損傷

○

小破修繕(1件税込60万円未満) ○

大規模修繕(1件税込60万円以上) ○

管理上の瑕疵による
火災等事故

管理上の瑕疵による火災等事故 ○

債務不履行 施設設置者（横浜市）の協定内容の不履行 ○

指定管理者による業務
又は協定内容の不履行

指定管理者による業務又は協定内容の不履行 ○

性能リスク 提供するサービスの協定書要求水準不適合 ○

近隣対策
本業務に起因する公害、生活環境の阻害あるいは利用者等によ
る迷惑行為等

○

指定管理者に帰責事由があるもの ○

上記以外のもの

指定管理者に帰責事由があるもの ○

上記以外のもの

修繕

※ただし、著しい物価変動が発生し、収支計画に多大な影響を与えるものについては、別途協議する。

法令などの変更

協議事項

利用者等への
損害賠償

協議事項

管理運営内容の
中断・中止・変更

協議事項

協議事項



参考資料

維持管理業務一覧（参考例）

業務 内容 頻度
建物設備維持管理 包括管理・運

転監視・日常
巡視点検

毎日

設備総合巡視点検 設備巡視点検 １回/月
巡視点検 １回/月
定期点検 １回/年

非常用発電機点検 定期点検 2回/年

直流電源装置点検 定期点検 2回/年
UPS装置（無停電電源装置）点検 定期点検 1回/年
中央監視装置点検 定期点検 1回/年

空調自動制御点検 定期点検 2回/年
巡視点検 １回/月
定期点検 2回/年

熱源機器等点検 定期点検 2回/年

ボイラー点検 定期点検 1回/年

受水槽高架水槽清掃 定期清掃 1回/年

飲料水水質検査 検査 2回/年

残留塩素検査 検査 1回/週

空気環境測定 測定 1回/2月

害虫駆除 2回/年

汚水槽・雑排水清掃 定期清掃 2回/年

ウォータークーラー 水質検査 1回/年

レジオネラ菌分析 水質検査 1回/年

グリストラップ等の清掃 定期清掃 4回/年

消防用設備点検 定期点検 2回/年

防火対象物定期点検 定期点検 1回/年

放送設備点検 定期点検 1回/年

ガス監視装置点検 定期点検 1回/年
電話交換機点検 定期点検 １回/月
電気時計点検 定期点検 1回/年

定期点検 １回/月

定期点検 1回/年

自動ドア点検 定期点検 4回/年
監視カメラ点検 定期点検 1回/年
舞台音響設備点検 定期点検 2回/年
舞台設備点検 定期点検 2回/年
雨水処理装置点検 定期点検 2回/年
非常通報装置点検 定期点検 2回/年
機械警備点検 常時

機械式駐車場点検 定期点検 １回/月

駐車場ゲート点検 定期点検 1回/年

日常清掃 毎日
定期清掃 １回/月

雨水槽清掃 定期清掃 1回/3年
植栽剪定・草刈 2回/年
運転監視業務 常時

小破修繕 随時

＊ 上記点検以外に施設に特種な設備がある場合は必要に応じて点検を行う。
＊ 点検回数は法的制約以外は目安であり施設規模や機器によって異なる。
＊ ビル管理法については特定建築物（3,000㎡以上）に該当する。
※ 建築基準法第12条に基く建築物及び設備の点検は原則本市で行うため、指定管理業務には含まない。

（昇降機の12条点検のみ指定管理者が行う）

ボイラー（圧力容器）の専門メンテナンス
定期自主検査　2回/月

厨房などの排水設備の清掃

建築基準法第12条に基づくもの

昇降機点検

放送設備の専門メンテナンス

ガス漏れ警報機の専門メンテナンス

消防法第8条の2の2に基づくもの

交換機の専門メンテナンス、電話も含む

自動ドアの専門メンテナンス

電気時計の専門メンテナンス
法令点検
エレベータ・エスカレータ等の専門メンテナンス業者による委託

衛
生
管
理

健康福祉局より指導

健康福祉局より指導　　冷却塔の水質検査

ビル管理法により

ビル管理法により

ビル管理法により

剪定・除草

音響装置の専門メンテナンス
舞台設備（照明・緞帳等）の専門メンテナンス
交換機の専門メンテナンス

ゲート・料金精算機等の専門メンテナンス

大規模な施設において常時職員が常駐し、電気機械設備のメ
ンテナンスを行う。

場内、庁舎内の清掃、ガラス清掃、外溝・排水ます清掃
照明器具清掃
水槽の清掃

装置の専門メンテナンス
夜間時や休庁時の警備を自動通報装置にて警備会社へ連絡
する

機械式駐車場の専門メンテナンス

電
気
・
機
械
設
備

清
掃
等

建
物
等

消防法上の点検・消火器の詰替え（1回/5年）
消防設備点検資格業者による点検

巡視点検　フィルターの清掃　設備巡視点検業者

水道法及びビル管理法により

ビル管理法により　　その他大腸菌検査（1回/2月）

ビル管理法により

清掃業務

根拠

空調設備点検

冷温水器・ターボ冷凍機・ヒートポンプ・冷却塔・蓄熱槽等

電気設備点検（高圧受電以上）

規模の大きな施設の場合の監視制御装置の専門メンテナンス
業者による委託

監視カメラの専門メンテナンス

UPS装置の専門メンテナンス

空調自動制御の専門メンテナンス

電気事業法上の電気主任技術者業務
関東電気保安協会等による委託
消防法上、電気事業法上の点検
専門メンテナンス業者による委託

直流電源装置の専門メンテナンス

夏冬切替　空調の専門メンテナンス


	□04-00_地区センター指定管理者仕様書（130225修正版）
	□04-01 個人情報取扱特記
	□04-02_リスク分担（100212版）
	リスク分担表

	□04-03_参考：維持管理業務一覧（110520版）
	維持管理業務一覧


